








韓日トンネルの成功のための連結・運行関連技術の造成 

日本の高速鉄道運用における現状と日韓トンネル計画の展望 
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 日韓トンネル研究会では、設立当初からトンネルを利用する走体について研究を重ねてきた。 

その結果、高速鉄道が最も有効な利用方法であると考えるようになった。現在、世界では多く

の種類の高速鉄道があり、その運用方法もさまざまである。 

 鉄道は、イギリスの産業革命時に発明されて以来 180年程の歴史がある。それまでは馬車や

船が世界の交通の主要インフラだった。しかし、蒸気が動力として利用され始めると、それが

工場から船舶に、そして蒸気の動力自体が移動するという発想の大転換により、蒸気機関車に

よる鉄道が生まれた。 

 当時のヨーロッパにおける鉄道建設ブームは韓日トンネルの研究に大変参考になる。鉄道の

特性として、そのネットワーク性が挙げられるが、その課題は相互乗り入れである。ゲージを

はじめ給炭、乗降その他諸設備の統一、若しくは互換性等は双方の協力なしには成り立たない。

ヨーロッパの鉄道は紆余曲折を経るなかでそれらを解決してきた。 

高速鉄道は超国境交通インフラ 

 近年、鉄道がますます高速化することで自国内のインフラのみを計画することが許されなく

なってきている。国際社会はグローバル化し、交通インフラも当然、脱国境化を余儀なくされ

ている。そのとき重要なことは、お互いの共生構造としてのインフラの役割を、より正確に理

解することである。 

 世界各国で鉄道が導入された経緯は様々だ。そしてその動機も、経済的なもの、政治的なも

のそして軍事的なもの、その他複合されたもの、植民地政策に基づいたものなどいろいろであ

る。これ等の動機と目的により、事業主体も民間と公営、又は官民協同の第三セクターがある。 

 世界で最初に鉄道を導入したイギリスでは、産業革命の進展により物資の調達輸送が深刻な

問題として浮上し、その解消策として鉄道を導入した。当時、輸送手段の発明と導入を強力に

推し進めた勢力が民間経営者達だった。その後、国営や民営などの紆余曲折を経て、最近では

多くの国々がインフラを国が担当し、輸送事業は民間および第三セクターが行う上下分離方式

で効率的に運営している。 

 日本では、イギリスから 29年の後、1854年にアメリカ使節ペリーによってはじめて鉄道の

模型を目にした。その後アメリカは、1867年に徳川幕府から江戸と横浜間の鉄道敷設権を得る

が、続く明治政府はこれを破棄し、自ら鉄道敷設計画を立て、その基本ルートも東京〜京都間

に変えた。 



 事実上、鉄道敷設計画は近代独立国家としての日本の性格を決定付けた。この頃、世界の列

強間では植民地獲得競争が繰り返されていた。その手段として大きく利用されたのが鉄道敷設

とその運用の権利だった。その特徴は、事業主体の地位確保とルート選定などの主導権取得で

ある。ルート選定は宗主国の主要寄港地と殖民地国の首都ないし主要製品の生産地とを結ぶも

のだった。新政府は、前年に京都から東京に遷都したが、それによる人心の不安を取り除く為

に極めて高度な政治的思惑をもってこのルートを決定したのである。 

 日本の鉄道は、政治的な動機で政府により導入されたが、その後は多くが民間により建設さ

れた。これ等の民営鉄道は、日清・日露の戦争などを通して国家産業の育成と同時に富国強兵

を指向するように誘導された。民営鉄道といえども規格の決定を始め、建設の許認可等にも軍

部からの意向が相当反映した。そのことにより、民営、官営双方の路線への乗り入れがスムー

ズになり、日本国土全体の鉄道による交通インフラが確立した。 

 

日本の高速鉄道の萌芽は日露戦争のとき芽生えた 

特に日本の鉄道の効果は日露戦争時の兵力の大量動員のとき発揮された。その後 1905年、日

露戦争の勝利により日本の鉄道は重要な役割を持つようになった。自信をもった日本政府は

1906年の第 22回帝国議会において鉄道国有法を成立させ、一部の私鉄を除き鉄道を国有化し

た。同年、南満州鉄道株式会社が創立され、大陸進出政策が本格化した。相手方の国から見れ

ば不快な歴史ではあるが、日本の高速鉄道への萌芽はこの時に芽生えたとみることができる。 

しかしながら日本は太平洋戦争の敗戦により大陸進出の夢を完全に打ち砕かれ、鉄道事業も

埋没した。鉄道事業が再起したのは戦争後、韓国に物資を納品していた高度成長期であった。

幹線鉄道の輸送力が限界に達しつつあった 1957年、国鉄の内部で線増計画が議論された。例え

ば最も輸送料の多い東海道線の増設に際し、△既存の線路施設を増設する、△新線を従来の規

格で新設する、△新線を標準軌（既存は狭軌）で新設する、などの３案が議論され、結果的に

新線を広軌で新設する新幹線計画が具体化した。 

 今でこそ新幹線は、日本の鉄道の日常的な風景として親しまれているが、当時としては革命

的な出来事であった。ゲージの問題にしても、それまでに幾度も広軌への改築が叫ばれていた

が実現しなかった。それに加え輸送量増加の対処方法としてモータリゼーションの進展、航空

輸送の増大計画が次々に登場し、知識人の間でも高速鉄道無用論さえ出る有り様だった。しか

し、東京オリンピックと同年の 1964年、世界で始めての 200km/hの高速鉄道である新幹線が先

駆けとなり、世界の鉄道関係者に大きな印象を与えた。特に鉄道先進国を自認するフランスは

TGV開発に刺激を受け、ドイツも高速鉄道開発に拍車を掛けた。 

 日本の新幹線は、半世紀にも及ぶ改良の積重ねにより逐次速度が向上し、現在東北新幹線の

はやぶさ（E５系）は 320km/hを目指して営業中である。 



 高速鉄道は様々な科学技術を背景に高度な技術的体系のなかで構築された。我々がその技術

を検証するとき、単に列車と言うハードな技術的製品を見るだけではなく、インフラを構築す

る軌道のシステム、またそれを保護する土木構造物、エネルギー供給とその制御、さらには、

安全と保安体制の確保等、乗客の福利厚生面など総合的に考えねばならない。新幹線の技術的

特徴をここに記すのは殆ど不可能だが、最も代表的なものをいくつかあげてみる。 

 既に知られているように日本の国土は 70%が山岳地帯で占められており、地質は主に新第三

紀、第四紀という非常に脆弱な構造からできている。更に日本列島周辺には４つのプレートが

ぶつかりあい、それによる造山や火山活動の活発化と地震による津波が頻発する。一口でいえ

ば日本は自然災害大国とも言える国土構造を擁している。これ等の脆弱な自然条件は、高速鉄

道の開発と導入に責任をもつ者にとっては苛酷な環境といわざるを得ない。しかし、これらの

制約を克服することこそが技術力ともいえる。 

 このような悪条件下で採用されたのが列車の交流電化による動力分散方式である。この方式

は、加速、制動、勾配の変化等に優ると共に、下部のインフラ施設への応力集中も比較的少な

い。それにより設計条件が幾らか緩和されると共に、運用面においても単に高速性ばかりでは

なく、鉄道ダイヤ編成にも有利になる。現在、東海道および山陽新幹線が通勤列車並みの過密

なダイヤをこなしているのも、この動力分散方式によるところが大きいといえる。短所として

は、動力集中方式に比べコスト高になること、機能が複雑化することでメンテナンス効率が劣

ることである。 

 日本は山岳地帯という特性上、必然的にトンネルが多くなり、200km/h以上の速度でトンネ

ルを通過する場合には思わぬ空力学的な問題を生じる。加えて上下列車がトンネル内で行き交

う場合、その相対速度は時に 500km/h以上になるが、700系列車に見られるような先頭車両の

ユニークな形状はそれらに対応したものである。又、客車内の急激な気圧の変化にも独特な工

夫が施されている。 

 新幹線の強みは何よりも絶対的な地震対策にある。日本の高速鉄道は、地震時に発生する P

波と S 波の伝播速度の違いを地震予知に利用した技術を応用し、安全システムを構築している。

開業以来、数々の地震に見舞われながら乗客に被害を与えることなく安全に停止してきたこと

は、まさに奇跡的なことといえる。しかし、新幹線の技術開発者は、まだまだ万全とは言えず、

不断の研究努力が必要と強調している。日本の高速鉄道の導入と運用は環境が過酷であるがた

めに高い技術力を集約してきた。 

 

韓日トンネルの運行と技術の造成 

 韓日トンネルは、韓国の釜山および慶尚南道地域と日本の九州北部地域を海底トンネルで結

ぶものである。トンネルを利用する走体によりトンネル設計のレイアウトが大きく異なる。

我々が研究を始めた頃は、韓日トンネルプロジェクトは壮大でユートピア的な構想として受け

止められがちだった。それを利用する走体もとても実現不可能なものが多く、現実を語るのか、



SFを空想するのか、議論自体に疑問を持たれたこともあった。しかし現在では決して非現実的

なものではなく、経済的な問題も含め実質的な研究が進む局面に入っている。 

それでは韓日トンネルの運行走体は何が的確なのか。第一に高速鉄道、第二にそれを改良し

たシャトル列車、第三に高速鉄道を改良した物流のための高速貨物列車等を挙げることができ

る。この他にもリニアモーターカーも考えてみることができる。 

リニアモーターカーは、現在日本の JR 東海が山梨県の実験線において、超電導浮上誘導方

式の JR型マグレブにより 581km/hの速度を出している。2027年には東京〜名古屋間の中央新

幹線を通そうと計画している。しかしリニアモーターカーはコストが高いこと、物流に適さな

いこと、実用化の経験がないこと、そして何よりも、相互乗り入れが不可能なこと、周辺地域

に莫大な資本投下が必要となること等の理由から、現段階では韓日トンネルに採択するには無

理があると見られる。 

 現在では上記３案が韓日トンネルの最も適当な走体として利用されることになる。高速鉄道

の場合、韓国の KTX と日本の新幹線が相互乗り入れするには規格の調整、各種制御システムの

整合化、エネルギー供給方式の改良、営業習慣の調整等、互換性推進などが必要となる。その

ため日韓両国の専門家のみならず広く国際的な有識者まで含めたきめ細やかな研究が必要とな

る。 

 西欧から出発した近代の産業社会はナショナリズムの高揚とセットになって発展してきた。

それはアジアでも例外ではなく科学技術においても見られることだ。科学技術的な成果からナ

ショナリズムを排除することは想像以上に困難な作業である。 

 韓日トンネルという国際プロジェクトを考える場合、相互乗り入れに関する各種の技術的調

整の困難性が当プロジェクトのクライマックスになることが予想される。ヨーロッパは戦争を

始め様々な葛藤を経てそれを乗り越えてきている。いま EUが経済的危機にあるとは言え、海底

トンネルの運用面とその調整プロセスを真摯に学ばなければならない。韓日の公共機関がそう

した問題を解決するのが理想だが、国の公共機関の性質上ナショナリズムを越えることは困難

なため、双方の民間団体が前に立ち協議の場を積極的に積み重ねることが重要と考えられる。 

 ソフト面の環境を整えてこそ、初めて双方の実務的な協議が可能になる。それが成功すれば

計り知れないほど多くの発展がもたらされ、同時にアジアで国際規格の設定による国際高鉄道

の実現も夢ではなく現実となるだろう。これが野澤太三 日韓トンネル研究会会長が両国国民の

間に「まず心のトンネルを掘ろう」と言う理由である。 

 国連人口基金は、2011年版の世界人口白書を発表し、世界の人口が 70億人を突破したと発

表した。ヨーロッパで産業革命が始まった 19世紀では、人口増加率が 1.6倍であったものが

20世紀には 3.65倍に増え、人口爆発の様相を呈した。この人口増加の報告を人類の福音とみ

るか文明の危機と考えるのかは悩ましい。 



 戦争による惨禍の拡大も 19世紀と 20世紀のまた異なった特徴だ。その時代の戦争による犠

牲者数が、それまでの人類歴史以来の最大を記録したことも知られている。この時代はまた商

業資本主義から産業および金融資本主義へと発展してきた世紀でもある。この時代の進展が人

口増加、戦争の近代化、経済のグローバル化を支えてきたのは事実である。人類の叡智はこの

経験を無にはしないだろう。科学技術の発展は両刃の剱である。我々はこれを人類の破滅の為

ではなく国際高速鉄道網の建設という人類の平和の福利厚生のために使用すべきなのである。          

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 

  

  

  

  

  

 

  



  

  

  

  


